
徳島県公共事業評価委員会設置要綱

（設置）
第１条 徳島県（以下「県」という）が実施する公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層
の向上を図ることを目的に、徳島県公共事業評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事務）
第２条 委員会は、次の各号に掲げる事務を所掌する。
一 県が作成した評価を実施する公共事業の一覧表及びその事業に対する対応方針の提出を受け、対
応方針について評価を行うこと。

二 対応方針に意見がある場合には、知事に対してその具申を行うこと。
三 その他必要な事項について評価を行うこと。

（組織）
第３条 委員は、公平な立場にある各界有識者のうちから知事が委嘱する。

（会長及び副会長）
第４条 会議に、会長及び副会長を置く。
２ 会長は、委員の互選により選任し、副会長は、委員の中から会長が指名するものとする。
３ 会長は、会務を総理する。
４ 副会長は、会長を補佐し、会長が不在のときは、副会長がその職務を代理する。

（委員）
第５条 委員会は、徳島県知事（以下、「知事」という。）の委嘱に基づく７名をもって組織する。
２ 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残
任期間とする。

３ 委員は、再任することができる。

（会議）
第６条 委員会の会議（以下、「会議」という。）は、会長が必要に応じて召集する。
２ 会議の議長は、会長をもって充てる。
３ 会議は、委員の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。
４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を述べさせることが
できる。

５ 会議は原則として公開とする。

（共同評価）
第７条 県以外の事業主体が実施する事業が、県が実施する事業と密接に関連しており、一連の事業
として共同で評価を実施することが効率的な場合には、当該事業の事業主体の長と知事は協議し、
委員会または当該事業に係る事業評価委員会のどちらか一方を活用することができるものとする。

（市町村事業）
第８条 市町村が事業主体として実施する事業については、市町村長から書面により依頼があった場
合には、委員会で審議を行い意見を具申することができるものとする。

（庶務）
第９条 委員会の庶務は、農林水産部農山漁村振興課と県土整備部県土整備政策課において処理す
る。

（その他）
第10条 この要綱に規定するもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は会長が定める。ただ
し、会長が重大であると認める事項は会議に諮ってこれを定めるものとする。



附則
１ この要綱は、平成１０年１１月９日から施行する。
２ この要綱の施行後最初に委嘱される委員に任期は、第５条第２項の規定にかかわらず、
平成１２年３月３１日までとする。

３ この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。
４ この要綱は、平成１４年７月１９日から施行する。
５ この要綱は、平成１４年１１月１日から施行する。
６ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
７ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。
８ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。
９ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

１０ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
１１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
１２ この要綱は、平成２７年５月１日から施行する。
１３ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
１４ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
１５ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
１６ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
１７ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
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